
＜国の利用者負担の更なる軽減策＞

※施設入所者、グループホーム及びケアホーム入居者、資産要件非該当者は対象外

＜千葉市独自の利用者負担の激変緩和策＞

※施設入所者は対象外

千葉市激変緩和措置費と国の緊急措置の関係

平成１９年４月より、下記のとおり、千葉市激変緩和措置費の基準額が引き上げられることとなる。

○利用サービスによる負担上限月額
市激変緩和対象

ｸ゙ﾙ ﾌー゚ﾎー ﾑ・ｹｱﾎー ﾑ
入居者、
通所・在宅サービス利用者
(資産要件非該当)
補装具
日常生活用具

（H19.1～） （H20.4～）
更なる軽減対象

通所・在宅サービス利用者
（資産要件該当）

国基準

1/2

1/4

0円

2/3

1/8

H19.4特別対策

H20.7緊急措置

平成20年4月より

低所得１
7,500円→10,000円

低所得2
12,300円→16,400円

に引き上げ

(障害者) (障害児)

低所得１

通所利用者

その他

所得割16万円未満
9,300円
(1/4)

4,600円
(約1/2)

所得割28万円未満 4,600円

その他

所得区分

負担上限月額

H18.10～
国基準額

H19.4～H21.3
国の特別対策

H20.7～H21.3
国の緊急措置

24,600円

生活保護 0円 0円

3,750円
(低所得１と同額)

0円

市
民
税
非
課
税
世
帯

本人収入が年間80万円未満（障害基
礎年金2級相当） 15,000円

3,750円
(国基準額の1/4)

1,500円
(特別対策の約1/2)

低所得２
上記以外（障害
基礎年金１級相
当）

1,500円
(低所得１と同額)

6,150円
(国基準額の1/4)

3,000円
(特別対策の約1/2)

9,300円
(国基準額の1/4)

37,200円
37,200円

一般 市民税課税世帯 37,200円

低所得１

低所得２

市
民
税

非
課
税

世
帯

一般

生活保護 0円 0円 0円

所得区分
国基準額
(上限月額)

激変緩和策

H19.4～ H20.4～

本人収入が年間80万円未満（障害基礎
年金2級相当） 15,000円

7,500円
（国基準額の1/2）

10,000円
（国基準額の2/3）

上記以外（障害基礎年金1級相当） 24,600円
12,300円

（国基準額の1/2）
16,400円

（国基準額の2/3）

市民税課税世帯 37,200円 37,200円 37,200円

H20.2.20資料１-５
障害福祉サービス及び地域生活支援給

付に係る事業者説明会

千葉市障害者自立支援課


